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　　　香取広域市町村圏事務組合職員の早期退職制度取扱要綱
平成18年３月27日
訓令第18号

改正　平成18年10月１日訓令第36号

平成19年６月14日訓令第14号
　（趣旨）
第１条　この訓令は、職員のライフプラン及び第２の人生への支援を図るとともに、組織の活性化及び効率的な行政運営の確保に向けての職員構成の改善等を図るため、退職手当についての特例制度（以下「早期退職制度」という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。
　（実施期間）
第２条　早期退職制度は、この訓令の施行の日から平成19年度までの期間において実施するものとする。
　（対象職員）
第３条　早期退職制度による退職（以下「早期退職」という。）の申出ができる職員は、退職する日の属する年度の３月31日現在で年齢が45歳以上50歳未満の者とする。
　（早期退職の申出期間及び手続）
第４条　早期退職の申出期間は、原則として、各年度４月１日から５月31日までとする。
２　早期退職を希望する職員は、早期退職申出書（別記第１号様式）を管理者に提出するものとする。
　（早期退職の承認及び退職日）
第５条　前条の規定により、職員から早期退職の申出があり、管理者が必要と認めた場合は、早期退職の承認を与えるものとし、早期退職承認通知書（別記第２号様式）により本人に通知するものとする。ただし、本人の責めに帰すべき事由により、早期退職の承認を与えることが適当でないと判断した場合には、当該承認を取り消すことがあるものとする。
２　この訓令に基づき退職する職員の退職日は、退職を申し出た年度の３月31日とする。
　（退職手当）
第６条　この訓令に基づき退職した職員に対する退職手当の額の算定については、千葉県市町村職員退職手当条例（昭和30年千葉県市町村総合事務組合条例第１号。以下「退職手当条例」という。）附則第27項から附則第29項までの規定を適用し、次のとおり取り扱う。
　(１)　算定基礎額は、退職時の給料の月額に30パーセントを乗じて得た額
　(２)　支給割合は、次のとおりとする。
　　ア　勤続25年以上の場合には、退職手当条例第５条第１項の規定による支給割合
　　イ　勤続20年以上25年未満の場合には、退職手当条例第４条第１項の規定による支給割合
　　ウ　勤続20年未満の場合には、退職手当条例第３条第１項の規定による支給割合
２　この訓令に基づき退職する職員のうち、在職中の勤務成績が特に良好である者に対しては、次に定めるところにより、香取広域市町村圏事務組合職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平成18年香取広域市町村圏事務組合規則第12号）第２条の規定により準用する香取市職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（平成18年香取市規則第34号）第33条第４号の規定による特別昇給を行うことがあるものとする。
　(１)　勤続20年以上の場合には、退職する日において８号給上位の号給に昇給させることができる。
　(２)　勤続10年以上20年未満の場合には、退職する日において４号給上位の号給に昇給させることができる。
　（その他）
第７条　特別の事情により、この訓令によることができない場合には、管理者の承認を得て、別段の取扱いをすることができる。
　　　附　則
　この訓令は、平成18年３月27日から施行する。

　　　附　則（平成18年10月１日訓令第36号）
　この訓令は、平成18年10月１日から施行する。

　　　附　則（平成19年６月14日訓令第14号）

　この訓令は、公示の日から施行し、平成19年４月１日から適用する。　　

別記
第１号様式（第４条第２項）
早期退職申出書
年　　月　　日

　香取広域市町村圏事務組合

　管理者　　　　　　　　　　様

所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　
職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印　

　私は、香取広域市町村圏事務組合職員の早期退職制度取扱要綱に基づき、　　　　年　　月　　日付けをもって退職したいので、申し出ます。
第２号様式（第５条第１項）
早期退職承認通知書
第　　　　　号　

年　　月　　日　
　所属
　職
　氏名　　　　　　　　　　　様
香取広域市町村圏事務組合　　　　　　

管理者　　　　　　　　　　　　　印　
　　　　　年　　月　　日付け早期退職申出書によりなされた退職申出については、香取広域市町村圏事務組合職員の早期退職制度取扱要綱に基づく退職として承認するので、通知します。
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